






































資料－６  需要電力想定



基礎データ Basic Data 計画～5年間 6年目～10年目 11年目～15年目

① 年間電力需要増加率 ①Annual Increasing Ratio (100 % base) (first 5 yrs) (second 5 yrs)(third 5 yrs)
A: 計画対象地域    A: Project Area 1.100 1.050 1.030
B: 既存電化地域    B: Already Electrified Area 1.050 1.030 1.030

② 需要率 ②Demand Factor 0.5

(本計画施設の供用開始年） （想定計画対象年度）

(Commencement of Operation) (Target  year of the Project) (Unit：　kW)
年 Year 2000 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

年平均増加率 Annual Increasing Ratio 既存/潜在需要 想定最大電力

(Total Load) (Estimated Demand)
1. ナサラワ州1. ナサラワ州1. ナサラワ州1. ナサラワ州 1. Nassarawa State1. Nassarawa State1. Nassarawa State1. Nassarawa State

ラフィア市     Lafia city 5,100 5,355 5,623 5,904 6,199 6,509 6,834 7,176 7,391 7,613 7,842 8,077 8,319
アドギ町     Adogi town 544 571 600 630 661 694 729 765 788 812 836 862 887
ドマ町     Doma town 544 571 600 630 661 694 729 765 788 812 836 862 887
オビ町     Obi town 408 428 450 472 496 521 547 574 591 609 627 646 666

※※※※ アウェ町アウェ町アウェ町アウェ町 ※Awe town※Awe town※Awe town※Awe town 515515515515 258258258258 283283283283 312312312312 343343343343 377377377377 415415415415 456456456456 502502502502 527527527527 553553553553 581581581581 610610610610 640640640640
※※※※ ケアナ町ケアナ町ケアナ町ケアナ町 ※Keana town※Keana town※Keana town※Keana town 757757757757 378378378378 416416416416 458458458458 504504504504 554554554554 609609609609 670670670670 737737737737 774774774774 813813813813 853853853853 896896896896 941941941941

合計      Total 7,868 636 7,625 8,041 8,482 8,948 9,442 9,966 10,520 10,861 11,212 11,576 11,952 12,341

2. バウチ州2. バウチ州2. バウチ州2. バウチ州 2. Bauchi State2. Bauchi State2. Bauchi State2. Bauchi State
リネムケダグ町    Linem Ketag town & etc. 1,632 1,714 1,799 1,889 1,984 2,083 2,187 2,296 2,365 2,436 2,509 2,585 2,662
ダジン町    Dajin town 136 143 150 157 165 174 182 191 197 203 209 215 222
ダス町    Dass town 544 571 600 630 661 694 729 765 788 812 836 862 887
タファワバレア町    Tafawa Balewa town 408 428 450 472 496 521 547 574 591 609 627 646 666

※※※※ ボゴロ町ボゴロ町ボゴロ町ボゴロ町 ※Bogoro town※Bogoro town※Bogoro town※Bogoro town 420420420420 210210210210 231231231231 254254254254 279279279279 307307307307 338338338338 372372372372 409409409409 429429429429 451451451451 473473473473 497497497497 522522522522
合計     Total 3,140 210 3,087 3,253 3,428 3,613 3,809 4,017 4,236 4,371 4,511 4,655 4,805 4,959
（参考）  (For Reference only)

3. ゴンベ州3. ゴンベ州3. ゴンベ州3. ゴンベ州 3. Gombe State3. Gombe State3. Gombe State3. Gombe State
クモ町    Kumo town 408 428 450 472 496 521 547 574 591 609 627 646 666
デバハベ町    Deba Habe town 408 428 450 472 496 521 547 574 591 609 627 646 666
ダディンコワ町    Dadin Kowa town 1,700 1,785 1,874 1,968 2,066 2,170 2,278 2,392 2,464 2,538 2,614 2,692 2,773

※※※※ カッシンギ町カッシンギ町カッシンギ町カッシンギ町 ※Kalshingi town※Kalshingi town※Kalshingi town※Kalshingi town 445445445445 222222222222 244244244244 269269269269 296296296296 325325325325 358358358358 394394394394 433433433433 455455455455 477477477477 501501501501 526526526526 553553553553
合計     Total 2,961 222 2,886 3,043 3,208 3,384 3,569 3,765 3,973 4,101 4,233 4,370 4,511 4,657
（参考）  (For Reference only)

4. ボルノ州4. ボルノ州4. ボルノ州4. ボルノ州 4. Borno State4. Borno State4. Borno State4. Borno State
マグメリ町     Magumeri town 680 714 750 787 827 868 911 957 986 1,015 1,046 1,077 1,109
グビオ町     Gubio town 680 714 750 787 827 868 911 957 986 1,015 1,046 1,077 1,109

※※※※ ダマサク町ダマサク町ダマサク町ダマサク町 ※Damasak town※Damasak town※Damasak town※Damasak town 1,8381,8381,8381,838 919919919919 1,0111,0111,0111,011 1,1121,1121,1121,112 1,2231,2231,2231,223 1,3451,3451,3451,345 1,4801,4801,4801,480 1,6281,6281,6281,628 1,7901,7901,7901,790 1,9691,9691,9691,969 2,0682,0682,0682,068 2,1712,1712,1712,171 2,2802,2802,2802,280 2,3942,3942,3942,394
合計     Total 3,198 919 2,439 2,611 2,797 2,998 3,215 3,450 3,704 3,940 4,098 4,262 4,434 4,612
本計画地の合計本計画地の合計本計画地の合計本計画地の合計 Grand Total of Project SitesGrand Total of Project SitesGrand Total of Project SitesGrand Total of Project Sites 3,9733,9733,9733,973 1,9871,9871,9871,987 2,1852,1852,1852,185 2,4042,4042,4042,404 2,6442,6442,6442,644 2,9092,9092,9092,909 3,1993,1993,1993,199 3,5193,5193,5193,519 3,8713,8713,8713,871 4,1544,1544,1544,154 4,3624,3624,3624,362 4,5804,5804,5804,580 4,8094,8094,8094,809 5,0505,0505,0505,050

備考：
(1) ※は、本計画対象地を示す。

(2) 想定最大電力=既存/潜在需要 X 需要率

Remarks:
(1) ※ shows the Project sites.
(2) Estimated Demand = Total Load x Demand Factor

 新設33kV送電線ルートの想定最大需要電力予測 新設33kV送電線ルートの想定最大需要電力予測 新設33kV送電線ルートの想定最大需要電力予測 新設33kV送電線ルートの想定最大需要電力予測
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資料－７  電圧降下の検討











資料－８  技術指導に係わる活動計画
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１．技術指導の必要性

 「ナ」国内で実施されている通常の 11kV 配電線工事は、本計画の実施機関である電力鉄鋼省

（FMPS）が、国家電力公社（NEPA）へ入札図書等作成等の技術協力を仰ぎつつ、国内入札を経て

「ナ」国内の電気工事会社へ工事請負発注する方式がとられている。同 11kV 配電線工事は、「ナ」国

が推進する全国地方電化プログラムによって全国的に広がっており、その工事件数も多いことから、

FMPS、NEPA 及び国内電気工事会社は、類似の送・配電網の建設経験を持ち、必要な機材、要員も

保有しており、通常の 11kV 配電線据付工事には特段の困難さは見受けられない。

 

 しかしながら、本計画は、我が国の無償資金協力で実施されるため、その工事工期は短く、業者契

約から引渡しまで、第 1 期工事：約 12 ヶ月、第 2 期工事：約 14 ヶ月、第 3 期工事：約 16 ヶ月と想定さ

れる。同工期内で、日本側工事である 33kV 送電線及び 33/11kV 変電所の建設を完了させ、更に、

日本側が調達し「ナ」国側が建設する 11kV 配電線工事（配電線路長：第 1 期工事　約 11.2km、第 2

期工事　約 7.1km、第 3 期工事　約 13.5km）を完了させる必要がある。

 

 また、現在の「ナ」国による 11kV 配電線工事は、同国政府予算の執行状況に応じて、工事発注を

実施しているものである。このため FMPS 及び NEPA は、本計画の様に日本側工事と整合性をとりつ

つ、短工期で工事を遂行するための監理技術は十分に保有していないと想定される。

 

 上記から本計画において、「ナ」国側の実施する 11kV 配電用資機材の据付工事について、工事

計画立案時から、日本のコンサルタントが派遣する技術者により、FMPS の工事監理担当技術者に対

して、施主としての品質・工程・安全管理等の助言を行い、同 FMPS 技術者が、NEPA の技術者を通

じて、その工事請負会社の施工状況を確実に把握しつつ、安全に工事を遂行し、工程を遵守する様

に指導する必要がある。また、同技術指導を通じて、「ナ」国側工事と日本側工事との整合性を取りつ

つ、本計画全体の所定工期内にその達成目標を確実に発現出来るようにすることが肝要である。

 

 更に、本計画対象地域は、「ナ」国内の広範囲な地域に広がっているため、各地域毎に FMPS 及

び NEPA の担当支部局が異なり、地域により工事監理能力に格差を生じることが懸念されるが、当該

技術指導によって、各計画対象地域で統一された工事監理体制を確立する必要がある。

 

２．活動目的

活動目的は、当該 11kV 配電線の据付工事期間中における適切な施工監理技術の移転とする。
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３．期待される効果

本ソフトコンポーネントの導入による期待される効果は、以下の通りである。

・ 無償資金協力制度の所定工期内（単年度工事）で、日本側工事と「ナ」側工事が完了し、効果の

発現が確実となる。

・ 同一地域内において、11kV 配電線工事（「ナ」側負担）と 33kV 送電線工事（日本側負担）とが平

行して実施され、かつ請負工事業者が異なる複合工事に対する総合監理技術が移転される。

・ ２つの FMPS 支部局並びに３つの NEPA 支部局に勤務する施工管理要員に品質・工程・安全管

理技術を移転できる。

４．活動内容

(1)  派遣要員の選定

 本計画は、５つの計画対象地域の工事を３期に分けて実施されるが、各期毎の工事を監

理する FMPS および NEPA の担当支部局は以下に示すとおり、各地域により異なっている。

 

 このため、コンサルタントによる当該工事の施工監理の技術指導には、各期の先方側据

付工事の工程に合わせ、各計画対象地域（5 サイト）に 1 名ずつ類似プロジェクトの経験を持

った電気技術者（配電担当）を派遣するものとする。

 

FMPS NEPA
（１） 第１期工事（アウェ町及びケアナ町） ジョス支部局 アブジャ管理事務所

（ラフィア事務所）

（２） 第２期工事

１）ボゴロ町

２）カッシンギ町

ジョス支部局

ジョス支部局

ジョス管理事務所

（バウチ事務所）

ジョス管理事務所

（ゴンベ事務所）

（３） 第３期工事（ダマサク町） マイドゥーグリ支部局 ヨラ管理事務所

（マイドゥーグリ事務所）

 

(2)  派遣技術者の現地指導内容と技術指導の所要期間

本計画の目的である適切な施工監理技術の移転を達成するために、主な指導内容を①

総合/詳細計画立案の指導②工事開始段階における実施準備及び監理指導、並びに③工事

完了段階における監理指導及び総合評価とする。
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同派遣技術者による具体的な指導内容は、次の表-1 に示すとおりである。なお、当該派遣

技術者による指導体制及び派遣期間は、上記指導内容の各段階毎に要員を適宜派遣するス

ポット管理方式にて行うこととする。表-2 に各期毎の派遣期間を示す。

表-1 派遣技術者の指導内容

ステップ 指導項目

1. 総合/詳細計画の立案指導 (1) 配電ルート確認調査

（電柱位置、電柱種類、配電用変圧器の配置等）

(2) 計画工程表作成指導

（監理要員計画、日本側工事との工程調整、等）

(3) 工事資機材数量表作成指導

（日本側調達資機材の確認、「ナ」国側が準備する仮設用資機材

の管理等）

(4) 工事業者との契約手続きに関する助言

(5) 工事業者からの提出図書（施工図等）の照査業務に関する指導

(6) 415V 配電資機材の調達・工事計画策定状況の確認

2. 工事開始段階における

実施準備及び監理指導

(1) 日本側調達の資機材搬入検査立会に関する指導

(2) 工事監理指導

（安全管理、品質監理、工程監理、資機材納入管理及び報告書

作成等）

(3) 日本側工事（変電所及び 33kV 送電線工事）との必要な調整事項

の指導

（施工場所及び仮設用地の確認調査、停電計画、日本側工事

OJT 参加要員の管理等）

(4) 日本側施工業者による模範的な施工管理技術の説明

3. 工事完了段階における

監理指導及び総合評価

(1) 現地試験立会の指導

（415V 及び 11kV 配電線路の試験、日本側変電所との接続工事

確認を含む）

(2) 竣工検査立会の指導

(3) 工事完了までの工事監理体制の評価

(4) 運転・維持管理上の留意点の整理・指導
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表-2  技術指導工程表

月 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 派遣期間

アウェ町 ３ヶ月

ケアナ町 ２ヶ月

第
１
期
工
事

第１期工事　計 ５ヶ月

ボゴロ町 ２．５ヶ月

カッシンギ町 ２ヶ月

第
２
期
工
事

第２期工事　計 ４．５ヶ月

第
３
期
工
事

ダマサク町 ３ヶ月

全期合計 １２．５ヶ月

　　　　　　　　　：技術指導期間

　　　　　　　　　：先方工事期間

５. 派遣期間中の監理

コンサルタントは、派遣期間中に下記監理業務を実施する。

(1) 技術者派遣期間中の指導状況について、当該技術者が上記各指導段階毎に作成する指導

報告書（先方工事の進捗状況報告を含む）を照査し、JICA へ報告する。

(2) 先方工事完了前の竣工・引渡検査に立会い、研修成果の確認を行う。

－以上－

ステップ１ ステップ２

ステップ１　（両サイト共通) ステップ２ ステップ３

ステップ２ ステップ３

ステップ３

ステップ１　（両サイト共通) ステップ２ ステップ３

ステップ２ ステップ３

（工事期間）（計画・準備期間）

（工事期間）（計画・準備期間）

（計画・準備期間）

（計画・準備期間）

（工事期間）

（工事期間）

（計画・準備期間） （工事期間）



資料－９  参考資料リスト
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収集資料リスト収集資料リスト収集資料リスト収集資料リスト

調査名　　ナイジェリア連邦共和国地方電化計画基本設計調査団

番号 名　称

形態

図書・ビデオ・地図

・写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 発  行  機  関 発行年

1 NEPA in Brief 図書 ｺﾋﾟｰ NEPA 1999 年

2 Year 2000-2002 Rolling Plan & the Year 2000
Capital Budget 図書 ｺﾋﾟｰ NEPA 1999 年

3 Nigerian Economic Policy 1999-2003 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ National Planning Commission 1999 年

4 Review of the Nigerian Economy 1998 図書 ｺﾋﾟｰ Federal Office of Statistics 1999 年

5 Local Government in Nigeria 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ I. B. Bello-Iham 1996 年

6 Annual Report 1998 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Federal Office of Statistics 1999 年

7 The Statistical Profile of Nigerian Women 1997 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Federal Office of Statistics 1997 年

8 National Accounts of Nigeria 1981 to 1996 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Federal Office of Statistics 1997 年

9 The Consumer Price Index 1995-1997 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Federal Office of Statistics 1998 年

10 Socio-Economic Profile of Nigeria 1996 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Federal Office of Statistics 1996 年

11 Report of the National Listing of Establishments
(1997) 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Federal Office of Statistics 1997 年

12 Poverty Profile for Nigeria 1980-1996 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Federal Office of Statistics 1999 年



資料－１０  事前評価表（無償資金協力）
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事前評価表（無償資金協力）

1. 対象事業名

ナイジェリア連邦共和国　地方電化計画

2. 我が国が援助することの必要性・妥当性

(1) 「ナ」国は、1999年の民政移管後、オバサンジョ大統領が来日するなど友好関係が増して

いる。また、2001年1月に森首相が「ナ」国へ訪問するなど緊密な関係強化を図っている。

(2) 「ナ」国は、1970年代に大規模なインフラストラクチャーの開発を行ってきたが、国家財

政の8割以上を原油に依存する経済体質と1980年代の放漫な経済運営により、国家財政の巨

額の赤字と累積債務に直面し、一人当たりのGNPは310US$（1999年、世界銀行）まで低下

している。このため、伝統的産業である農業は崩壊し、国内消費向けの農業生産にも大き

な打撃となった。また、国家財政の悪化は、電力等の重要なインフラストラクチャーの整

備・改修を遅らせる要因となっており、特に地方部でその整備が遅れている。

(3) 2010年を目標年次とした「ナ」国の最上位国家開発計画（VISION 2010）では、石油依存

体質脱却のための農業生産性向上、全国民へ裨益するインフラ整備並びに生活水準向上を

重点課題として揚げている。特に電力セクターについては、地方部の低い電化率（34%）

を2003年までに60%まで向上させることを目標としている。

3. 事業の目的等

本計画は、「ナ」国が1989年から実施している全国地方電化プログラムに基づいて、同国

の重要な地方政府庁所在地及び地域開発上重要な地方農村地区であるにも係わらず電化され

ていない町の内、優先度の高い5町を対象に、電化に必要な33kV送電線路網及び11kV配電線

路網を整備することを目的とする。

4. 事業の内容

(1) 対象

(2) アウトプット

1) 地方電化プログラムにおける電化率の向上

2) 地方行政の体制確立（地方行政庁事務所等）

3) 公共サービスの向上（保健医療・基礎教育・給水事業等）

4) 住民生活の向上（照明・家電）

5) 地域産業振興の促進（農業・商業）

地名 人口（万人）

ナサラワ州アウェ郡アウェ町 1.70
ナサラワ州ケアナ郡ケアナ町 2.08
バウチ州ボゴロ郡ボゴロ町 0.95
ゴンベ州アッコ郡カッシンギ町 1.10
ボルノ州モバール郡ダマサク町 4.00
合計 9.83
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(3) インプット

1) 33kV送電線（総線路長　約349km）及び変電所用資機材（5ヶ所）の調達及び据付

2) 11kV配電用資機材（総線路長　約31.8km）及び予備品並びに工具の調達

3) ソフト・コンポーネント

「ナ」国側負担工事範囲の11kV配電線据付工事に対するコンサルタント派遣技術者に

よる施工監理技術の指導

(4) 総事業費： 約32.88億円

(5) スケジュール

1) 第1期工事： 2000年11月から約15.5ヶ月

2) 第2期工事： 2001年6月から約17.5ヶ月

3) 第3期工事： 2002年6月から約19.5ヶ月

(6) 実施体制

1) 先方実施機関： 電力鉄鋼省電力検査局（FMPS）
2) 運転・維持管理： 国家電力公社（NEPA）

5. 成果の目標

(1) 電化率の向上

「ナ」国の未電化LGHQ所在町121町の3.3%にあたる４町及び未電化の開発上重要な町

472町の0.2%（1町）が電化される。

(2) その他の社会的効果

･ 医療面において、電力を要する医療機器等が常時使用可能となり、近代的な保健医療サ

ービスを受けられるようになる。

･ 教育面において、照明器具を用いた夜間学習はもとより、パソコン等の電力を利用した

教材を活用することにより、効率的な学習（特に科学教育、基礎的職業訓練）が可能と

なる。

･ 産業面において、脱穀機、電動工具、電動ミシン等の電力利用設備導入による農業及び

小規模工業（鍛冶屋、製縫業等）の近代化・効率化の普及に寄与する。

6. 外部要因リスク

(1) 先方側実施機関による計画・施工体制の確立

･ 本計画の日本側工事工程に併せた、「ナ」国側負担範囲の11kV配電線用据付工事及び

415V低圧配電線資機材調達・据付工事を行うための施工チームの結成。

･ 本計画のソフト・コンポーネントで実施する施工監理技術（工程計画、要員計画、資機

材購入計画等）の技術移転教育及び日本側工事期間中のOJTに参加する技術者の迅速な

選定。

(2) NEPA管理事務所の設置及び職員の確保

･ 各計画対象地域に、本計画完了までに当該電力施設の運転・維持管理及び需要家へのサ

ービスを行うための管理事務所の設置。

･ 当該電力施設供用開始後の運転・維持管理体制の確立。
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(3) 電力料金徴収体制の確立

･ 全需要家への個別の積算電力量計の設置

･ 検針の徹底等公平な電気料金徴収体系の確立。

7. 今後の評価計画

(1) 事後評価に用いる成果指標

各計画対象地域の電化率（%）

(2) 評価のタイミング

1) ソフト・コンポーネント実施時

2) 瑕疵検査時

地　名 2001年 2002年 2003年 2004年

ナサラワ州アウェ郡アウェ町 0 100 100 100

ナサラワ州ケアナ郡ケアナ町 0 100 100 100

バウチ州ボゴロ郡ボゴロ町 0 100 100 100

ゴンベ州アッコ郡カッシンギ町 0 100 100 100

ボルノ州モバール郡ダマサク町 0 0 0 100
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